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　◆私の研究関心は、高齢者を対象とした家族やコミュニテイ（都市及び農村）
　◆学問的なバックグランドは、社会学・社会福祉学を主とした学際的研究

目次：
　Ⅰ　概念の整理、「高齢者」の定義、研究の方法など
　Ⅱ　アメリカの老年学研究と米国老年学会
　Ⅲ　東京都養育院の歴史と東京都老人総合研究所（TMIG）の設立・発展と改組縮小
　Ⅳ　日本の老年学研究と日本老年学会
　Ⅴ　国際老年学会（IAGG）の歩み
　Ⅵ　私の研究論文の一部紹介
　Ⅶ　おわりに

Ⅰ　概念の整理

1．ジェロントロジー（Gerontology, 老年学）とは
ギリシャ語で、geron：老人、高齢者、tology： 研究すること、学問、
老人、高齢者＋学問、研究する→エイジング・加齢に関する科学
ヒトの老化、老人（高齢者）、他の生物を対象とした研究、疾病に関する研究、
細胞レベル、分子生物レベルの研究

2．ジェリアトリック（Geriatric、老年医学）とは：
老年医学（Geriatrics）とは、Gk の gêras, old age＋iatric　老人医学の、老
人用の、老年医学、老人＋治す、治療する→身体の老化、老人病を主な研究対

東京経済大学最終講義（2017. 1. 10）
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象とする

3．高齢者の定義
老化・加齢は個人差を前提
未開社会：経験に頼る → 近代社会：個人差が大きい故に、暦年齢に依存

・ボシモーヌ・ド・ボーヴォワール（Simone de Beauvoir、1908 年～1986
年）朝吹三吉訳『老い』（上下）人文書院　1972 年によると、
◆インダス川流域：死にゆく老人を筏にのせて流してやる。コンドルの餌にな

る
◆ヤシの実の収穫：成人男子の役割＝木にのぼって、ヤシの実を取ること →

実を取ることが不可能になったとき、老人（高齢者）というレッテル。
寿命（0 歳時の平均余命）→ 平均余命：ある年に生まれた人々があと何年生

き延びるかを表した数字 → 各年齢によって平均余命は異なる。
長寿（Longevity）＝個人にアクセントをおいた概念
老人、高齢者：最近は、「老人」というより、より中立的な立場で「高齢者」

ということばを使用することが多い。
　2017 年 1 月 マスコミ（朝日新聞、読売新聞など）で、「高齢者」の定義をこ
れまでの「65 歳以上」を「75 歳以上」にすると発表。日本老年学会では、
2017 年の 6 月の学会で詳しく説明す機会を設けるように、理事会で話し合って
いた矢先。政府の経済財政諮問会議が横取りした形で発表。 → 急遽、学会でも
理事・監事会役員にメールにて通達。

高齢化社会（Aging Society、7％ ～）から高齢社会（Aged Society、14％
～）：1961（昭 36）年、日本が高齢化する以前に、国連が欧州の推移をみ
て命名 → 現在の日本の高齢化や欧州の推移をみると、現在ではかなり無理
がある。

東アジア（日本及び中国・韓国）の高齢化の状況と課題（後述する奥山論文
“Ageism in Japan: Negative and Positive” の Table 1 参照）

4．老年学の特徴；学際的（Interdisciplinary）（表 1、表 2）
研究の方法：横断的研究、縦断的研究、コホート分析、コンボイ理論、ライフ
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コース分析など（表 2）
実証研究：量的調査の結果を統計的分析。ケーススタディ（事例的調査）によ
る質的調査

表 1　社会老年学（Social Gerontology）と学際的研究

筆者作成

発達心理学と老年期：
乳児期・幼児期・児童期・少年・思春期・青年期・成人期・中年期・老年期
年少時は個人差が小さいが老年期は大きい。→ 一律に暦年齢で決定するのは
困難であるが、便宜的に 年金受給開始年齢を暦年齢によって決定している。
日本は 65 歳、デンマークは 67 歳
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表 2　時間の長さと加齢（調査設計のために）

高齢者の欲求とその充足
①経済的安定欲求：衣食住の生活財や所得の確保など、経済的安定を求める欲求　

→　一律定年制、収入の減少、年金のみの生活（個人差）
②身体的欲求：健康を保持し、休養をとり、要介護や病気のときには介護され、

医療を受けたいという欲求　→　ADL（日常生活動作）／ IADL（手段的日常
生活動作）の低下、寝たきり、疾病

③情緒的欲求：孤立・孤独をさけ、家族や友人など他の人との間で、心の安らぎ
や精神的安定を得たいという欲求。　→　孤独、憂うつ、認知症の増加

④価値欲求：仕事、学習、旅行、趣味、ボランティア活動などをして、自己実現、
生きがいを求める欲求。
・一般的には、家督能力が減少し、ADL, IADL が低下し、情緒的には子ども
や他人に依存する傾向が高まる。①②③が不充足であると、④価値欲求は低下
する。

高齢者扶養：他者を扶養していた立場から扶養される立場へ＝役割逆転（role 
reversal）
高齢期への移行＝ライフコース上での高齢期への移行
①子どもの離家独立による子離れ
②孫の出生による祖父母という関係的地位の獲得
③仕事からの引退
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④配偶者との死別

Ⅱ　アメリカの老年学研究と老年学会（GSA）

初期の研究目的：「高齢者がどのように生きると幸せなのか」
◆ 1960 年代～1970 年代における米国の社会老年学研究＝二大論争
①活動理論（Activity Theory）：壮年期（中年期）の社会活動の水準を維持する
ことが幸福に老いるための必要条件（Havighurst, Rr. J., や Friedmann, E. 
A. 等）
地位・役割の喪失 ― 地位・役割喪失の少ない新たな役割、他者との人間関係

（活動）を維持する→より大きな満足度・幸福感、
②離脱理論（Disengagement Theory）：老化とは、人々と社会体系の他の成員
との間の人間関係が減少していく不可避的な過程の現象 → 社会的な離脱が個人
にとっても、社会にとっても望ましいこと（Cumming, E. や Henry, W. E.　等）
・1980 年代半ば：サクセスフル・エイジング（Successful Aging）＝長寿と健
康、経済的安定＝幸福な老いの前提条件 → 主観的な幸福感の高低を規定する要
因（関連要因）についての研究、その後、プロダクティブ・エイジング、アクテ
ィブ・エイジングなどのことばが多く使用される。

◆米国老年学会（The Gerontological Society of America）の歩み
1945 年設立：学会事務局のある首都のワシントン.D.C.　と地方都市とで交互に
開催（毎年）。4,000 人～5,000 人が参加
　私が、この学会に会員として参加し、発表した時の都市名：ワシントン.D.C., 
ニューヨーク、ロスアンゼルス、サンフランシスコ、ニューオリンズ等
　2 つの研究専門誌（Joural）を発行
① The Jourals of Gerontology（老年学）
年 4 回の季刊誌（quarterly）1946 年から発行、研究者が投稿・講読、投稿は会
員だけでなくオープン、研究専門誌は、A 基礎老化（生物・医学部門）と B 社
会老年学（心理学部門及び社会科学部門）とに 2 分冊して発行 
② The Gerontologist（老年学者）
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年 4 回の季刊誌（quarterly）、1961 年から発行、研究者だけでなく実践家も投
稿・購読、投稿は会員だけでなくオープンにしている。
　GSA は、この他にも数多くの専門誌を発行し、高齢者へのサービス等にも貢
献。

Ⅲ　養育院の歴史と東京都老人総合研究所（都老人研）の設
立・発展と改組縮小

（明治時代初期の東京都養育院設立と渋沢栄一 → 東京都老人総合研究所設立
→ 現東京都健康長寿医療センター・研究所）への改組・縮小（表 3 参照）

1972 年 4 月 東京都老人総合研究所（都老人研）の設立＝私は、社会学部門の
ひとつである保健社会学研究室に所属（最初は、統計調査研究室の研究助手とし
て採用される）
美濃部都政時代の下：高度な医療研究機関（行政に左右されない自由な研究が可
能）として発足＝病院、施設、研究所が三位一体として運営される。
東京都老人総合研究所は、11 学部 33 研究室 約 190 人の研究者と事務員（10
数名）
　初代所長は、太田邦夫（前東京大学医学部教授）、副所長（社会学部長兼務、
非常勤）は、那須宗一（中央大学教授 → 淑徳大学学長）。また、社会学部は、
社会学研究室、社会福祉研究室、統計調査研究室の 3 部門から構成。当初の研
究者（カッコ内はその後の職位）は、前田大作（日本社会事業大学大学院教授
→ ルーテル学院大学教授）、園田恭一（非常勤）（東京大学教授）、副田義也

（非常勤）（東京女子大学教授 → 筑波大学教授）、袖井孝子（お茶の水女子大学
教授）、直井道子（東京学芸大学教授 → 桜美林大学教授）、冷水豊（上智大学教
授）、根本博司（明治学院大学教授）、小笠原祐次（日本女子大学教授 → 日本福
祉大学教授）等。
日本の高齢者研究を医学系、社会科学系の各部門でリード（当時：医学系でノー
ベル賞候補の研究者が勤務）
　私は都老人研に所属していた期間及びそれ以降に、米国のデユーク大学、ミシ
ガン大学、南カリフォルニア大学（USC）、カルフォルニア大学ロスアンゼルス



社会老年学の推移と発展

　37　

校（UCLA）、コーネル大学に共同研究のため、1 週間から 1 年間滞在。
◆ 1975 年 3 月、専門誌の発行：『社会老年学』（東京大学出版会、年 2 回）：厳
しいレフリー制度を導入（編集委員の過半数は外部の著名な研究者）
　当初の外部編集委員は、仲村優一（日本社会事業大学学長）、黒田俊夫（厚生
省人口問題研究所所長）、三浦文夫（社会保障研究所部長 → 日本社会事業大学
学長）、湯沢雍彦（お茶の水女子大学教授）等
　当初、500 部を都老人研で購入、1,000 部を東京大学出版会にて販売
・1975 年 3 月～1994 年 5 月（学会誌を充実させるため、発展的解消、最終号
は No39）→ 日本老年社会科学会編『老年社会科学』（年 2 回発行）

Ⅳ　日本の老年学研究と日本老年学会

1．養育院・東京都老人総合研究所（都老人研）の影響と老年学会（7 学会）の
歩み（表 3、図 1、表 4 参照）
老年医学会と老年社会科学会は、2017 年 6 月、第 59 回大会（名古屋・国際会
議場）
2．国立長寿医療研究センター設立から現在まで
設置場所は、東京都周辺ではなく名古屋（大府市）へ＝医学系中心で 50 人から
60 人規模
2004（平成 16）年 国立療養所中部病院（大府市）を再編し、国立長寿医療研
究センターとして設立へ
3．桜美林大学大学院老年学研究科の設立（2002 年）と東京大学高齢社会総合
研究機構の設立（2009 年）
・桜美林大学は、日本で唯一、老年学の修士号・博士号の取得が可能（博士後期

課程は 2004 年に開講、これまでに 24 人の学位取得者、修士号取得者で博士
課程への社会人入学が多い）

・東京大学高齢社会総合研究機構（千葉県柏市）は、総長室総括委員会の下に設
置

　秋山弘子、辻哲夫、John C. Campbell（ミシガン大学名誉教授、三浦文夫、
坂田周一監訳『日本政府と高齢化社会―政策転換の理論と検証』）と Ruth. 
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Campbell 等が客員研究員として、一昨年まで所属

表 3　東京都養育院・東京都老人総合研究所・東京都健康長寿医療センターの歴史

高度医療 医療福祉
初期

–創立以前–
・江戸時代に幕府が江戸に設置

した無料の医療施設「小石川
養生所」が 1722 年に設けられ
る。

・寛政の改革（1787～1793）時
に江戸市民の災害時の救済の
ために七分積立を行い運用し、
維新後、明治政府・東京府に
引き継がれた。

江戸時代～明治
維新

・東京医学校（現：東京大学医
学部）との連携

・1872（明 5）年に創立されて
以来 129 年に及ぶ事業の歴史
を持ち、日本の社会福祉事業
の中で、先駆的・先導的役割
を担う養育院の創立

閉拓期
–福祉事業確立–

明治～戦前

・精神病、ハンセン氏病、結核
などの対策、研究

・初代院長渋沢栄一の人力によ
る施設運営の地盤固め

変革期
–高齢者福祉へ

の転換 –
戦後～2009
（平 21）年

・1972（昭 47）年
　東京都老人総合研究所設立
・1981（昭 56）年
　財団法人東京都老人総合研究

所に改組
・2002（平 14）年
　財団法人東京都高齢者研究・

福祉振興財団　東京都老人総
合研究所に改組

・老化・老年病の自然科学的研
究

・高齢者と社会の人間科学、社
会科学的研究

・1972（昭 47）年東京都養育院
附属病院設立（病床数は 700
余）

・1986（昭 61）年東京都老人医
療センターに改名

・最新の医療設備（CT、MRI、
PET）

・高齢者リハビリテーションの
展開

新生期
–医療と研究の
融合–2009（平
21）年～2013
（平 25）年

都の組織改訂により、
地方独立行政法人・ 東京都健康長寿医療センターとなる

新時代へ
– 新病院開設 –
2013（平 25）

年～

東京都健康長寿医療センターは、病院と研究所が一体となって、高
齢者の健康増進と疾病治療、予防を推進。

出典：東京都健康長寿医療センターの各資料より筆者作成
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図 1　日本老年学会の組織図

表 4　日本老年学会（The Japan Gerontological Society）の歩み

出典：日本老年学会事務局の資料より筆者作成、会員数は、2016 年 10 月現在の人数

国際老年学会（IAGG)
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Ⅴ　国際老年学会（IAGG）の歩み

4 年に一度、国際会議を開催、中間年にアジア・オセアニア会議を開催。
私は、1981 年 7 月　ハンブルグ（当時は西ドイツ）の第 12 回大会にて初めて
発表。

（余談ですが、その時に「ベルリンの壁」を超え、「西ベルリン」から「東ベルリ
ン」の街を一日だけ見学）
直近は、2013 年にソウル（第 20 回大会）にて開催、中間年である 2015 年は、
アジア・オセアニア会議（タイ・チェンマイ）を開催、2017 年 7 月には米国・
サンフランシスコで開催、毎回、4,000 人前後が参加

Ⅵ　私の研究論文及び現在進行中の研究を一部紹介

◆「農村老人の実態」『社会老年学』創刊号、1975 、38–48
高度成長期以降の分析。農村は、西南日本型と東北日本型に分かれる。三ちゃ
ん農業が典型的。異質な地域は、鹿児島県祁答院の調査＝末子相続、祖父母は
隠居の家へ

◆「不安定就業階層の老後問題―単純・日雇労働者にみる若干の特徴―」『社会老
年学』No. 6. 1977、61–91

◆「都市貧困老人の家族生活史の分析」『社会老年学』No. 10、1979、23–35
上記二つの論文は大都市下層老人の実証分析。日雇労働者の生活史からみた老
後問題生成の基本要因を、社会階層移動と家族周期変動という二つの側面から
分析。
ケースは、①山谷地域（ドヤ）居住者の高齢者　②養育院の養護老人ホーム居
住者の退所者ケース。①と②は共に、貧困層老人（単身男性）の分析。
不安定階層から転落。家族・親族がいないケースが多い（未婚・離婚・離別な
ど）こうした研究については、貧困研究では、江口英一（北海道大学 → 日本
女子大学 → 中央大学）、家族社会学の研究では、森岡清美（東京教育大学
→ 成城大学 → 淑徳大学）に学ぶところが大きい。

◆「三世代女性比較研究（特集）」『社会老年学』No. 18 1983、3–45
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都老人研の社会学部が米国・フィラデルフィア・ジェリアトリックセンター
（Philadelphia Geriatric Center）の社会サービス部長、エレイン M. ブロデ
ィ女史（Elaine M. Brody）らとの比較研究。私がコーディネーターとして調
査研究を担当。日本側には、直井道子、ルース・キャンベル（Ruth Campbell, 
Turner Geriatric Clinic, University of Michigan の MSW 部長（夫であるミ
シガン大学政治学教授 John Creighton Campbell）も参加。以下に掲げる 5
つのサブテーマを比較研究。
①老後、援助を受けたいと思うようになった時に、頼りたいと思う人、あるい
は頼りたいと思う社会資源 ②老年世代と中年世代との間の相互援助、相互交
流の実態、③同居世帯における家庭内の老年世代と中年世代の役割関係、④老
後における居住形態についての意見、⑤老化・老後生活・自立志向、老親扶養、
性役割などについての態度

◆「日本における高齢者の家族・親族からのサポート意識―国際比較研究の意義
と課題―」『社会情報論叢』創刊号、1998　1–19
この論文は、私が加わった「高齢者の生活と意識に関する国際比較調査」（総
務庁高齢社会対策室、現・内閣府）1997 年、1980 年から 5 年毎に調査、直
近は 2015 年調査、各年出版して市販）を手がかりとして、日本の高齢者のサ
ポートの特質が、受け手側としてどのような特徴をもっているのかを、米国や
韓国など他の 4 か国と比較しながら明らかにしたもの。私は、第 4 回調査ま
で委員として「家族」の章を分析。

◆「家族介護者の介護負担感及び介護規範意識に関する日韓比較研究―東京都と
ソウル市―」『現代法学』No. 3 2002、105–125
日韓介護比較研究会の日本側メンバーは、私の他、前田大作（日本社会事業大
学大院）冷水豊（上智大学）、平岡公一（お茶の水女子大学）、中谷陽明（日本
女子大学）、韓国側は、崔聖載 Choi SungJae、ソウル大学）、車興奉（Cha 
Heung Bong、ソウル大学）金益基（Kim Iiki ki、東国大学）等である。ソウ
ルで開催されたアジア・オセアニア老年学会のシンポジュームで発表。

　最近の研究としては、
◆日本と韓国の間

はざま

で生きる高齢女性（女性高齢者）のライフコース
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―そのアイデンティティと福祉的課題―
　私がリーダーとなって、以下に掲げる 4 つの局面（dimension）において、差
別・偏見・社会的排除（social exclusion）・社会的包摂（social inclusion）の
視点から共同研究を行っている（2016 年 6 月、日本老年社会科学会第 58 大
会・松山大学　ワークショップにて共同発表）。

（1）在日韓国人高齢者の生活と異文化交流・福祉的課題
―川崎市における事例を通して―金恵京（山口県立大学）

（2）農村花嫁としての在日韓国人女性の生活とアイデンティ
―山形県戸沢村の事例を通して―高村弘晃（墨田区役所）

（3）在韓日本人高齢者の生活とアイデンティ及び福祉的課題
―ソウル・京畿道の事例を中心として―藤田則貴（淑徳大学）

（4）植民地時代における日本人女性の生活史と異文化交流
―京城居住時代から日本への帰国者としての生活―奥山正司

　（2）については、奥山が論文として、一部掲載済み。
「Farmerʼs Succesors and the Immigration of Female Assian Spouses in 
Rural Japan」『現代法学』2010. 123–137

◆中国・韓国との高齢化に関する研究やシンポジュームの増加（3 か国の比較研
究）

中国：2016 年 6 月に、北京の中国人民大学にて招待シンポ、10 月には山東
省・青島大学にて招待シンポ。

・これまで、中国社会科学院、北京大学、中国人民大学、山東省煙台の山東工商
学院（大学）及び青島市の恒星科技学院（大学）などで、また 2017 年 10 月
には山東省民生局の「高齢者医療と介護の一体化」に関する招待シンポジュー
ムに参加。

・中国人民大学には老年学の大学院があり、卒業・修了者は各方面で活躍。
韓国：これまで、ソウル大学、梨花女子大学、東国大学、韓国保健社会研究院
（KIHASA）京畿道 家族・女性研究センター（水原）にてシンポジュームに参
加。2017 年 5 月には、韓国・ソウルにて、韓国老人人力開発院、韓国老年学
会、国際老年学会（IAGG）の共同主催の国際会議で、「年齢差別の実態とそ
の 社 会 的 対 応」（2017 Joint International Conference: From Ageism 
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towards Anti-Ageism: Realities & Solutions ）という共通テーマのなかで、
私が、「日本におけるエイジズム」（後述論文）について発表した

Ⅶ　おわりに

　日本の高齢者研究の推移と発展については、加齢現象について、追跡調査を行
うなど横断的研究から縦断的研究へ、より緻密な調査研究が行うようになってき
ている。
　一方、調査方法上の問題として、プライバシーの保護により、個人の調査がよ
り困難になってきている。
　私個人の研究生活では、数多くの人との出会いと異なる文化や生活を体験する
ことができ、それが私自身の人生の財産になっている。
　また、数多くのケーススタデイを行った経験から、人生の出来事（ライフコー
ス）として素晴らしいと思われるケース、好ましくないと思われるケースを知る
ことができ、それらが、自分の人生やこれから老後生活をむかえる人々に還元で
きることも財産のひとつと思っている。
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注）ここで掲載している内容は、私の最終講義を加筆及び修正して、2017 年 1 月
25 日、本学の世界システム研究会（主催者：岡本英男教授）において、報告した
ものである。


